
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年（２０２０年）１２月 

甲 賀 市 

 



   

 1 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

女 ひ
と

と
男 ひ

と

、
い
き
い
き
輝
く 

活
気
あ
ふ
れ
る 
あ
い 

甲
賀 

 

目標Ⅱ 

働く場における 

男女共同参画 

【基本理念】 【基本目標】 【施策の方向】 

推 進 体 制 

目標Ⅰ 

家庭・地域における 

男女共同参画 

目標Ⅲ 

男女がともに 

安心して暮らせる 

社会づくり 

計 画 の 体 系 
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指 標 
実 績 目 標 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

「男女共同参画社会」認知率 53.3％ － － － 47.3％ 80.0％ 

「男性は仕事をし、女性は家庭を守るべ

き」という考え方に同感しない人の割合 
34.0％ － 48.0％ 52.0％ 53.7％ 60.0％ 

父親の育児参加率 

（各乳幼児健診時の質問

票「現在、お父さんはお子

さんの育児をしています

か」の問に「よくやってい

る」と答えている割合） 

4 ヶ月健診 51.4％※1 50.9％ 54.1％ 60.8％ 61.5％ 60.0％ 

1 歳 8 ヶ月 

健診 
47.5％※1 49.6％ 52.1％ 55.9％ 57.3％ 57.5％ 

3 歳 6 ヶ月 

健診 
45.3％※1 44.4％ 45.7％ 54.8％ 54.2％ 55.0％ 

※1 平成28年4月1日から10月31日までの数値 

事業名 取組状況 成果 課題 担当課 

男女共同参

画推進事業 

内閣府の「おとう飯キャンペー

ン」に市長が参加し、男性の家庭

への参画を啓発した。 

11/30 子育て応援フェスタ

の会場内で市長が自ら料理

し、「おとう飯」を市民にふ

るまい、男性の育児参画の

啓発を行った。 

地域への「おとう飯」の周

知・啓発が必要である。 

商工労政課 

地域課題解

決推進事業 

地域市民センターを通じ、地域

の代表者会議においても男女共

同参画の啓発、新たな女性リー

ダーの育成等を依頼した。 

地域の活動（自治振興会

等）において、女性の参画

が少しずつではあるが進ん

できている。 

地域に向け、啓発だけでな

く男女共同参画の重要性を

丁寧に説明する必要があ

る。 

政策推進課 

家庭教育支

援事業 

家庭での教育力の向上を図るた

め、未就園児やその保護者を対

象にブックスタート事業や講座

を実施した。また、母子手帳交

付に併せて父親向け子育て情報

誌「パパトライ」を提供した。 

健診時に行うブックスター

トでは両親で来所されてい

るケースも多く、間接的に

ではあるが、男性の育児参

加を促すことにつながって

いる。 

より実践へとつながる講座

の開催と更なる啓発の実施

が必要である。 

子育て政策課 

人権教育啓

発事業 

市制作の人権啓発教材の中で

「女性の人権」を取り上げ、事

例として自治会役員は男性であ

るとの役割分担意識が強いこと

をあげ、この問題についての関

心を深めていただくことに努め

た。 

市内の各区・自治会が実施

する「人権尊重のまちづく

り懇談会」において、男女

共同参画に関する話し合い

の場を持ってもらうことが

できた。 

「人権尊重のまちづくり懇

談会」で学んだことを家庭

に持ち帰り、まずは家庭内

で実践していただくことが

重要であり、課題でもあ

る。 

人権推進課 

「男性は仕事をし、女性は家庭を守るべき」という考え方はなくなりつつあるが、「男女

共同参画社会」の認知率は下がっている。継続的な啓発やきめ細やかな支援を行い、男女共

同参画社会についての認知や理解を求める必要がある。 

基本目標 

Ⅰ 

総 括 

実績数値 

主な取組 
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指 標 
実 績 目 標 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

ワーク・ライフ・バランスに「同感

する」又は「どちらかといえば同感

する」とする回答率 
67.4％ ― ― ― 79.4％ 80.0％ 

滋賀県ワーク・ライフ・バランス推

進企業登録企業数 

48社 

(累計) 

45社 

（累計） 

50社 

（累計） 

54社 

（累計） 

57社 

（累計） 

70社 

（累計） 

30歳から39歳までの女性の就業率 67.7％※1 ― 72.5％※2 ― ― 73.0％ 

※1 平成22年度国勢調査の数値 ※2 平成27年度国勢調査の数値 

事業名 取組状況 成果 課題 担当課 

女性活躍推進事業 

（ワーク・ライ

フ・バランス推進

事業） 

ワークライフバランス

推進事業の女子社員

ネットワークにおい

て、市内企業の女性社

員を対象にセミナーを

実施した。 

女性のキャリアをテーマに

した全 4 回のセミナーに市

内企業から延べ 49 人が参加

し、事業間交流の場を提供

することができた。 

定期的に情報提供や交流で

きる機会の提供が必要であ

る。 
商工労政課 

女性活躍推進事業 

（女性のための就

労支援事業） 

働きたい女性を対象と

した託児付きの就労相

談と合同就職面接会を

実施した。 

マザーズ就労相談を 5 日間

実施し、18 人が利用し、う

ち 14 人が就労に結び付い

た。 

女性活躍推進のためのお仕

事フェアでは、68 人が参加

し、35 人が職場体験を利用

し、14 人が就労に結び付い

た。 

すぐに働きたい人のために

ハローワークと連携した職

業紹介を実施するなどの検

討が必要である。 

商工労政課 

商工会補助事業 

商工会が開催する創業

塾受講者で起業１年未

満の者を対象に創業支

援補助金を交付するほ

か、商工会窓口での相

談を実施した。 

創業支援補助金について

は、申請件数６件のうち、

５件が女性だった。前年は

申請件数２件で女性が２件

であり、女性の申請数が伸

びた。 

創業者の今後の成長を促す

ための伴走支援の仕組み

や、創業しやすい環境づく

りが必要である。 
商工労政課 

女性活躍推進事業

（ワーク・ライ

フ・バランス推進

事業） 

企業向けに仕事と介護

の両立に関するリーフ

レットを作成した。 

長寿福祉課と連携し、介護

休業制度や市内の相談窓口

に関するリーフレットを作

成した。 

今年度は作成までだったた

め、次年度は市内企業に

リーフレットを配布し、情

報提供と啓発を行っていく

必要がある。 

商工労政課 

各種セミナーや託児付きのお仕事相談、合同就職面接会を通して起業支援や就労支援を

行うことができた。また、ワーク・ライフ・バランスについては同感するとの考え方が増

えており、引き続き企業等への働きかけや情報交換のできるネットワークの構築等を検討

する必要がある。 

基本目標 

Ⅱ 

実績数値 

主な取組 

総 括 
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指 標 
実 績 目 標 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

ＤＶ・デートＤ

Ｖの認知率 

ＤＶ 87.9％ － － － 75.2％ 95.0％ 

デートＤＶ 61.3％ － － － 39.7％ 80.0％ 

ＤＶ被害経験が

ある又は見聞き

経験がある割合 

受けたことがある 8.3％ － － － 4.3％ 5.0％以下 

見聞きしたことがある 27.9％ － － － 15.3％ 20.0％以下 

  

事業名 取組状況 成果 課題 担当課 

ＤＶ防止支援事業 

男女共同参画推進

事業 

成人式でデートＤＶにつ

いて啓発した。 

1/12、成人式にて、デートＤＶ防

止啓発にかかるパンフレットの配

布を行い、若者に対しての予防啓

発を実施した。（830 人参加） 

ＤＶやデートＤＶ

について知らない

人が多い。 
子育て政策課 

商工労政課 

生活困窮者自立支

援事業 

生活扶助支給事業 

被害者の状況により、生

活保護制度の利用の他、

生活困窮者自立支援法に

基づく支援など、関係機

関と連携し、必要な住居

支援を行った。 

必要に応じて、生活保護の申請支

援を行ったほか、関係機関と連携

し、安心して生活できる住居の確

保に向けた支援を行った。 

就労や子育てなど

生活状況に見合っ

た安心して生活で

きる住居の確保が

必要である。 

生活支援課 

診療所事業 

市民の健康支援に繋がる

テーマで健康教室を開催

した。 

健康教室を 6 回開催し、177 人の

参加を得た。今年度は薬剤師や補

聴器の専門の方等外部から講師を

招いて、専門的な立場からの内容

で参加者の理解も深まった。 

参加者が数名の時

がある。周知不足

が原因と思われ

る。 

水口医療介護セ

ンター 

子育て世代包括支

援事業 

妊娠期から子育て期ま

で、切れ目のない支援を

行い、安心して子育てで

きる環境をつくるため、

啓発・相談・指導の充実

を図った。 

産前サロン（にんにんサロン）や

産後サロン（Coco ハッピー）を５

支援センターで実施。 

また、希望者へ産後保健師から入

電し相談を行う「にんにんコー

ル」を実施した。 

センターに来所し

ない人のうち、支

援を必要とする人

の把握が必要であ

る。 

子育て政策課 

健康相談事業 

自殺対策事業 

自殺対策としてゲート

キーパー養成講座の実

施。駅や量販店、中学生

への知識普及を実施し

た。各保健センターで健

康相談日のほか随時健康

相談や訪問を実施した。 

80 人の方にゲートキーパー養成講

座を実施。悩みごとの相談件数と

しては 14 件の相談があった。 

悩みを抱える人と

接しやすい職種の

人に、ゲートキー

パー養成講座を受

けてもらえるよう

働きかけていく必

要がある。 

すこやか支援課 

妊娠期から子育て期、また高齢者に向けては、生活の事情に合わせたさまざまな支援を実

施できている。デートＤＶについての認知率が大幅に減少している。継続的な若年層への啓

発が必要である。 

総 括 

基本目標 

Ⅲ 

実績数値 

主な取組 
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指 標 
実 績 目 標 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

市の附属機関等における

女性委員の登用率 
27.4％ 29.0％ 29.4％ 29.1％ 29.4％ 32.0％ 

事業名 取組状況 成果 課題 担当課 

男女共同参画

推進事業 

各審議会等の女性の登用に

ついて状況調査を行った。 

調査結果を第 1 回の審議会、

本部会で報告し、ホームペー

ジで公表した。 

各審議会委員が団体選出の

場合、男性割合が高くなる

傾向がある。団体設立の趣

旨や団体の特徴に応じた女

性委員の選出が必要であ

る。 

商工労政課 

甲賀市附属機

関の選任に関

する指針 

附属機関の担当部署あて

に、四半期ごとに附属機関

の会議の公開状況照会を行

う中で、委員の女性の登用

について４０％以上になる

よう周知を行っている。 

年４回、附属機関の担当部署

あてに女性の登用率向上につ

いての意識づけができている

と認識している。 

充て職による選任について

は、男性の選任傾向が強

く、女性の選任機会を作る

ことが困難である。 総務課 

職員研修事業 

令和元年 10 月 28 日に有志

を中心とした職員 19 名によ

る「働き方改革プロジェク

ト」をキックオフし、アド

バイザーを招聘したワーク

ショップや全体協議、また

先進地である四条畷市役所

への視察などを通して、市

役所の働き方や男女共同参

画についての問題点を洗い

出し、改善施策を検討し

た。 

令和 2 年 3 月 13 日にはプロ

ジェクトメンバーと理事者と

で意見交換を実施し、活動報

告および様々な施策の提案を

踏まえて、組織や働き方への

想いや考えを共有した。  

今年度はボトムアップでの

活動となったが、プロジェ

クトメンバーは活動をとお

してトップダウンの必要性

も感じており、今後は働き

方改革への理事者のコミッ

トメントも入れて、市役所

全体で取り組んでいく必要

がある。 

人事課 

甲賀市男女共同参画を推進する条例および女性の活躍アクションプランに基づき、男女共

同参画と女性活躍の推進に向け部局横断的な取組みを図った。しかし、市の女性委員等への

登用率はそれほど伸びておらず、女性の選出につなげられるような取組みが必要である。ま

た、働き方改革についても取組み、職員のワーク・ライフ・バランスや男女共同参画につい

ての改善施策を検討した。 

推 進 体 制 

主な取組 

実績数値 

総 括 


